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　　物性研は来年創立50周年を迎える。半世紀の歩みを振り返り、その将来を考えるよすがとしたい。

　　物性研究所は、「物性物理学の総合的かつ系統的な研究を行い、それによってわが国の学問の水準を高め工業技術の発展に貢献する」ことを目的とする全国共同利用研として、1957年3月31日東京大学に設置された。その設立は1956年4月に出された日本学術会議の勧告にもとづいている。勧告によれば、物性研究所は「物性物理学のうち、固体物理学を中心とする分野においてその基礎的研究を高度の総合性をもって行うに足る十分な近代的設備を整えた中央的研究機関であることが望まれる。ここにおいて物性の研究を強力に推進するとともに、全国の研究者がその設備を利用してその研究を徹底的に遂行することを積極的に援助」すべきであることを謳っている。設立から6年をかけて客員1部門を含む22部門が整備され、軌道放射物性研究施設が附置された。この建設期からそれを用いた研究が遂行された期間を物性研の第一世代と呼んでいる。
　　1980年には研究所の全面的な改組が行われ、それまでの小部門制を改め大部門制をとって研究を進める体制が整備された。それからの15年間は物性研の第二世代と呼ばれるが、そこでは、超強磁場、極限レーザー、表面物性、超低温、超高圧など研究を支える技術開発の重要性が強調された。1995年には外部評価が実施され、柏移転を視野に入れた改組が実施された。新物質科学、物性理論、先端領域、極限環境物性、先端分光からなる5大研究部門と軌道放射、中性子散乱に加え、新たに導入されたスーパーコンピュータを擁する物質設計評価施設が加わり、3施設からなる体制が整備された。柏キャンパスの建設が始まった1996年から現在までを第三世代と呼んでいる。
2000年に完了した柏移転以降2004年には国立大学の法人化が実施された。法人化のもとでは総長のイニシアチブが強化される一方、大学附置研における全国共同利用の位置付けが明瞭でなくなり、また予算縮減の圧力のもとで物性研は将来像を模索している。
　　物性研の組織原理として、(1)物性物理学の基礎を成す実験・理論で世界トップレベルのグループを維持する。(2)得意分野や重点的に展開する分野を育成する。(3)大規模物性科学は施設として研究を推進する。(4)物質科学の展開に必須の化学グループの重要性、を挙げることができる。これに対応して、将来計画の考え方としては、物性科学研究の基礎的体力とも言うべき実験・理論の両輪を整備しつつ得意分野のグループ、設備を育成強化し、それを全国共同利用に供することになる。こうした活動を競争的資金を活用しながら展開し、全国共同利用研から国際共同利用研に脱皮することを目指すことが目標である。
　　昨年度実施した国際的外部評価の答申を基礎に、第2期の中期目標・中期計画の議論をにらんで、これから1，2年かけて将来計画を策定することになる。コミュニティーの皆様のご鞭撻、ご協力を切にお願いする。
